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平成 24 年度  竹原市人事行政の運営等の状況
１　職員の任用の状況

(1)　採用状況

職種
受験者数 採用者数 前年度採

用者数男性 女性 計 男性 女性 計

一般事務職 53 人 26 人 79 人 ２人 ３人 ５人 ２人

技師 10 人 １人 11 人 ３人 ０人 ３人 ３人

保育士 ２人 16 人 18 人 ０人 ４人 ４人 ２人

幼稚園教諭 ２人 １人 ３人 ０人 １人 １人 －

計 67人 44 人 111 人 ５人 ８人 13 人 ７人

（注）平成 23 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までのものです。

区分 平成 23 年度 平成 22 年度

定年退職 ７人 ８人

勧奨退職 １人 ３人

普通退職 ３人 １人

計 11 人 12 人

再任用職員数 ４人 ２人

(2)　退職者数

区　分 職員数 男性 女性

部　長　級 ３人 ３人 ０人

課　長　級 23 人 21 人 ２人

課長補佐級 13 人 10 人 ３人

係　長　級 48 人 31 人 17 人

そ　の　他 90 人 61 人 29 人

計 177 人 126 人 51 人

(3)　地位別職員数

（注）職員のうち一般行政職のものです。

２　職員の給与の状況

(1)　人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台
帳（年度末）

歳出額
A

実質
収支

人件費
B

人件費率
（B/A）

前年度
人件費率

23 年度
人

28,667
千円

10,513,038
千円

289,119
千円

2,387,606
%

22.7
%

16.1

区分
職員数

A

給与費 1人当たり
給与費
（B/A）

給料 職員手当
期末・

勤勉手当
計
B

24 年度
人

235
千円

934,480
千円

114,266
千円

335,581
千円

1,384,327
千円

5,891

(2)　職員給与費の状況（普通会計予算）

区分
一般行政職 技能労務職

平均給料
月額

平均給与
月額

平均
年齢

平均給料
月額

平均給与
月額

平均
年齢

竹原市
円

328,152
円

382,604
歳

41.4
円

375,880
円

390,082
歳

50.9

国
円

304,944
円

372,906
歳

42.8
円

270,465
円

307,506
歳

49.7

(3)　職員の平均給料月額、平均年齢の状況（平成 24 年 4 月 1 日現在）

区分 竹原市 国

一般行政職
大学卒 178,800 円 172,200 円

高校卒 149,800 円 140,100 円

(4)　職員の初任給の状況（平成 24 年 4 月 1 日現在）

問い合わせ　総務課人事係　☎２２-７７１９

区分 竹原市 国

期
末
手
当

勤
勉
手
当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

6 月期 1.225 月分 0.675 月分 6 月期 1.225 月分 0.675 月分

12 月期 1.375 月分 0.675 月分 12 月期 1.375 月分 0.675 月分

計 3.95 月分 計 3.95 月分

退
職
手
当

　　 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続 20 年 23.50月分 32.76 月分 勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分

勤続 25 年 33.50月分 41.34 月分 勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分

勤続 30 年 47.50月分 59.28 月分 勤続 30 年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

(5)　職員手当の状況

一週間の勤務時間 開始・終了時間 休憩時間

38 時間 45 分 8時 30 分から 17 時 15 分まで 12 時から 13 時まで

時間外・休日勤務総時間数 職員 1人当りの時間外・休日勤務月平均時間数

28,278 時間 9.9 時間

(3)　時間外勤務及び休日勤務等の状況

（注）平成 23 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までのものです。

区　分 休職 免職 計

勤務実績が良くない場合 ０ ０

心身の故障の場合 １ ０ １

職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０

計 １ ０ １

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)　分限処分者数

（注）平成 23 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までのものです。

区分 戒告 減給 停職 免職 計

被処分者数 ０ ０ ０ ０ ０

(2)　懲戒処分者数

（注）平成 23 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までのものです。

機関別研修 平成 23 年度参加者数 平成 22 年度参加者数

ひろしま自治人材開発機構 80 人 60 人

その他の研修機関等での研修 17 人 29 人

独自研修 404 人 418 人

計 501 人 507 人

５　職員の研修の状況

係属件数 処理件数 翌年度へ
の繰越
A-B

前年度か
らの繰越

新 規
要求

計
A

却下
全部
否認

一部
容認

全部
容認

取 下
げ

計
B

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

６　職員の勤務条件に関する措置の要求の状況

７　職員の不利益処分に関する不服申し立ての状況

係属件数 処理件数 翌年度へ
の繰越
A-B

前年度か
らの繰越

新 規
申立て

計
A

却下
処 分
承認

処 分
修正

処 分
取消

取 下
げ

計
B

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（注）平成 23 年 1 月 1 日から平成 23 年 12 月 31 日までの市長部局に属する一般職員のものです。

総付与日数
A

総使用日数
B

全対象職員数
C

平均使用日数
B/C

取得率
B/A

7,652 日 1,494 日 194 人 7.7 日 19.5％

(2)　年次有給休暇の取得状況

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)　職員の勤務時間（平成 24 年 4 月 1 日現在）

（注）部長級、課長級の職員の給料については、平成 24 年４月から

　平成 25 年３月までの給料月額を減額しています。（減額率：５％）
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協働のまちづくり懇談会

10
／
11
開
催
（
東
野
公
民
館
）

東
野
町
協
働
の
町
づ
く
り

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

地
域
に
お
け
る
体
育
部
の
活
動

　　

東
野
町
協
働
の
町
づ
く
り
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
体
育
部
会
は
、
町
民
体

育
大
会
な
ど
の
行
事
に
取
り
組
ん

で
い
る
が
、
参
加
者
の
選
出
に
苦
労

し
て
い
る
。
他
の
地
域
の
取
組
み
事

例
が
あ
れ
ば
教
え
て
ほ
し
い
。

　
　
　

年
間
を
通
じ
て
、
地
域
で

　
　
　

様
々
な
行
事
を
行
っ
て
い
る

の
は
、
素
晴
ら
し
い
と
思
い
ま
す
。

　

例
え
ば
、
小
梨
地
域
で
は
、
ホ

タ
ル
ま
つ
り
を
行
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
世
代
間
交
流
に
も
な

り
、
地
域
外
か
ら
も
来
て
頂
け
る

の
で
、
地
域
相
互
の
交
流
が
図
ら

れ
る
と
思
い
ま
す
。

地
域
で
結
ぶ
安
心
・
安
全
の
絆

　　

東
野
公
民
館
で
は
「
ひ
が
し
の

キ
ッ
ズ
」
を
立
ち
上
げ
、
地
域
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
の
協
力
の
も
と
、
児

童
と
地
域
の
み
な
さ
ん
が
ふ
れ
合

う
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。
地
域

の
つ
な
が
り
を
深
め
る
取
組
み

が
、
安
心
安
全
な
ま
ち
づ
く
り
に

つ
な
が
る
も
の
と
考
え
る
。

　

今
年
度
、
自
治
会
等
で
「
ふ
る
さ
と

会
議
」
を
立
ち
上
げ
、
防
災
マ
ッ
プ
策

定
を
目
指
し
た
防
災
ア
ン
ケ
ー
ト
を

実
施
し
た
と
こ
ろ
、
避
難
場
所
の
見

直
し
を
求
め
る
声
な
ど
が
多
か
っ
た
。

市
の
考
え
を
教
え
て
ほ
し
い
。

　
　
　

「
ひ
が
し
の
キ
ッ
ズ
」
は
、

　
　
　

親
子
や
地
域
の
絆
を
深
め

る
事
業
と
し
て
、
参
考
に
さ
せ
て

い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
幼

少
期
か
ら
の
地
域
行
事
へ
の
参
加

を
通
じ
て
、
地
域
の
み
な
さ
ん
と

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
芽
生
え
て
い
る

の
が
郷
土
愛
で
あ
る
と
思
い
ま
す
。

　

避
難
場
所
に
つ
い
て
は
、
仁
賀
ダ

ム
の
完
成
に
よ
り
、
従
前
に
比
べ
て

賀
茂
川
の
水
位
が
低
下
し
て
い
る
状

況
を
確
認
し
て
い
ま
す
。
た
だ
、
絶

対
に
道
路
が
冠
水
し
な
い
と
い
う
こ

と
で
は
な
い
の
で
、
避
難
の
必
要
性

を
い
ち
早
く
察
知
し
、
周
知
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

地
域
の
み
な
さ
ん
の
協
力
無
く

し
て
は
、
避
難
・
減
災
に
取
り
組

む
こ
と
は
難
し
い
の
で
、
今
後
、

ご
意
見
を
聞
き
な
が
ら
進
め
て
い

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

東
野
町
協
働
の
町
づ
く
り
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
の
現
状
と
展
望

　

町
内
に
は
、
自
治
会
・
地
区
社

会
福
祉
協
議
会
な
ど
、
同
じ
目
的

の
団
体
が
あ
り
、
協
働
の
町
づ
く

り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
対
し
て
理
解

や
意
識
が
高
ま
ら
な
い
。

　

今
後
は
、
市
民
参
加
か
ら
市
民
協

働
へ
と
組
織
と
し
て
継
続
的
に
取

り
組
む
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
市
職

員
の
地
域
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
の
取

答

答

まちづくり懇談会を終えて・・・

　東野町の課題について、話し合う

ことができたと思います。防災につ

いては、避難場所・避難経路が１番

大きな課題。安心・安全なまちづく

りを目指すため、市と共に、前向き

に取り組んでいきたいですね。

　これからも、町民の意見を聞きなが

ら、自助・共助・公助を念頭に、課題

の解決に努めていきたいと思います。

東
野
町
協
働
の
町
づ
く
り

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

　

会
長　

上
原　

博
明
さ
ん

　市では、市民が主役のまちづくりを目指して、昨年度から、

市民のみなさんと市長が直接対話する「まちづくり懇談会」

を住民自治組織と協働で開催しています。10 月開催の東野

地区でいただいたご意見の一部をご紹介します。

市民のみなさんと市長が直接対話

答 組
み
と
、
抜
本
的
な
組
織
体
制
の
見

直
し
な
ど
が
必
要
だ
と
考
え
る
。

　
　
　

住
民
自
治
組
織
は
、
行
政

　
　
　

と
地
域
が
、
共
に
地
域
の
課

題
を
解
決
し
な
が
ら
ま
ち
づ
く
り
を

行
っ
て
い
く
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

立
ち
上
げ
を
お
願
い
し
ま
し
た
。
現

在
も
、
同
じ
理
念
で
取
り
組
ん
で
い

ま
す
が
、
い
ろ
い
ろ
な
課
題
が
出
て

き
た
部
分
も
あ
る
と
思
い
ま
す
。

　

東
野
町
の
場
合
は
、
自
治
会
も

地
区
社
会
福
祉
協
議
会
も
１
つ
で

あ
る
た
め
、
既
に
体
制
が
出
来
て

い
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
意
見

も
あ
り
ま
す
。
竹
原
市
の
協
働
の

ま
ち
づ
く
り
は
、
県
内
で
は
先
進

的
に
取
り
組
ん
で
い
る
市
の
１
つ

で
す
が
、
組
織
の
あ
り
方
に
つ
い

て
は
、
過
渡
期
で
あ
る
た
め
、
体

制
の
見
直
し
も
行
っ
て
い
か
な
く

て
は
な
り
ま
せ
ん
。


